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第 1 � 本��研究の��と�� 
 
第 1 � 研究の�� 
 





































第 2 �� 大学における産学連携の成長要因と大学の変容に関するアンケート調
査�� 
 




象は、文部科学省「大学知的財産本部整備事業」（2003-2007 年度実施）採択大学 33 か所
の産学連携窓口。内訳は、国立大学 25 か所、公立大学 1 か所、私立大学 7 か所（表 2-1-1）。







専門学校 83 機関が申請し、34 機関が採択された。なお、採択に漏れたもののうち、9 機関
が「特色ある知的財産管理・活用機能支援プログラム」として支援を受けることとなった。
事業経費としては毎年 5 千万円～1 億円程度を交付し、原則 5 年間継続予定であり、 5 年





















表 2-1-1 調査対象大学 
（国立大学 25、公立大学 1、私立大学 7、計 33 か所） 
種別 No. 大学名  種別 No. 大学名 
国立大学
 




2 岩手大学  19 広島大学 
3 東北大学  20 山口大学 






6 東京大学  23 熊本大学 
7 東京医科歯科大学  24 北陸先端科学技術大学院大学 














12 横浜国立大学 29 
東京理科大学（山口東京理
科大学、諏訪東京理科大学）
13 山梨大学  30 日本大学 
14 静岡大学  31 明治大学 
15 名古屋大学  32 早稲田大学 
16 京都大学  33 立命館大学 




各個人から E-mail または FAX での返送を依頼した。なお、発送日は 2009 年 5 月 15 日で、






第 2 � 調査票の回収状況 
 
全国の文部科学省「大学知的財産本部整備事業」（2003-2007 年度実施）採択大学 33 か
所を対象に実施した本アンケート調査の回収状況は、表 2-2-1 のとおりである。回答数は全
体で 27 件であり、約 82％の回答率を得た。回答のあった大学は表 2-2-2 のとおりである。 
 
表 2-2-1 調査票回収状況 
対 象 対象数 回答数 回答率 
国立大学 25 20 80.00%
公立大学 1 1 100.00%
私立大学 7 6 85.71%
合計 33 27 81.82%
 
表 2-2-2 調査票回収大学 
（国立大学 20、公立大学 1、私立大学 6、計 27 か所） 
種別 No. 大学名 種別 No. 大学名 
国立大学
 




2 東北大学  16 広島大学 
3 筑波大学  17 徳島大学 
4 群馬大学（代表機関）・
埼玉大学 
 18 熊本大学 
5 東京大学  19 北陸先端科学技術大学院大学 
6 東京医科歯科大学  20 奈良先端科学技術大学院大学 
7 東京農工大学  公立
大学 21 大阪府立大学 




9 東京海洋大学  23 東海大学（北海道東海大学、
九州東海大学） 
10 電気通信大学 24 東京理科大学（山口東京理科
大学、諏訪東京理科大学） 
11 山梨大学  25 明治大学 
12 静岡大学  26 早稲田大学 
13 名古屋大学  27 立命館大学 





第 3 � 調査結果の�� 
 
１．回答者の属性 
今回の調査で回収した 27 件の調査票に回答した回答者の属性は、図 2-3-1 のとおりであ
る。 
事務職員（部長、課長、係長、一般職員等）が 59％、教授・准教授が 26％、特任教授・








かというと活発であると感じない」に 2 点、「どちらともいえない」に 3 点、「どちらかと






























感じる」の割合が最も高く（各 78％、63％）、高い評価を得ている（図 2-3-2、2-3-3）。「教 
 
表 2-3-1 産学連携進展の指標の平均値 
No. 指標 平均値 
1 共同研究の増加 4.7 
2 受託研究の増加 4.6 
3 教員の産学連携に対する関心の高まり 4.3 
4 特許等実施料等収入の増加 4.0 
5 特許等出願件数の増加 3.9 
6 発明等届出件数の増加 3.8 
7 特許等登録件数の増加 3.7 
8 奨学寄附金の増加 3.6 
9 大学発ベンチャーの増加 3.4 
10 学生の産学連携に対する関心の高まり 3.4 
11 論文数の増加 3.3 
12 学生の就職率の増加 3.0 
 その他１（自由記入）回答数：５ 4.2 
 その他２（自由記入）回答数：１ 4.0 
※「その他」については、回答数が少ないため、全体の順位付けから外した。なお、No.9
と No.10 は同値であるが、小数点第 1 位以下の値が高い順に順位付けした。 
 
 




























図 2-3-4 教員の産学連携に対する関心の  図 2-3-5 特許等実施料収入の増加（4.0） 
高まり（4.3） 
 
図 2-3-6 特許等出願件数の増加（3.9）  図 2-3-7 発明等届出件数の増加（3.8） 
 
図 2-3-8 特許等登録件数の増加（3.7）   図 2-3-9 奨学寄附金の増加（3.6） 
 
































































































































図 2-3-12 論文数の増加（3.3）   図 2-3-13 学生の就職率の増加（3.0） 
 
図 2-3-14 その他１（自由記入）（4.2）  図 2-3-15 その他２（自由記入）（4.0） 
 
員の産学連携に対する関心の高まり」は、「どちらかというと活発である」が最も多く、67％








して、「重要でない」に 1 点、「どちらかというと重要でない」に 2 点、「どちらともいえな
い」に 3 点、「どちらかというと重要である」に 4 点、「重要である」に 5 点を付与し、回
答数を掛け合わせて平均値をとった。この結果、平均値の高い順に表にあらわしたものが、




























































表 2-3-2 産学連携の成長要因の平均値 
No. 成長要因 平均値 
1 各大学での外部資金獲得の必要性の増加 4.6 
2 国等の産学連携に伴う研究開発費助成金の増加 4.5 
2 外部からの大学の研究に対する関心の高まり 4.5 





5 研究の実用化に対する教員の関心の高まり 4.4 
7 （国立大学について）国立大学法人化 4.2 
8 共同研究・受託研究契約の規制の緩和 3.9 
9 兼業規制の緩和 3.7 
10 研究の実用化に対する学生の関心の高まり 3.3 
 （  ）の規制緩和 回答数：２ 5.0 
 その他１（自由記入）回答数：３ 4.7 






図 2-3-16 各大学での外部資金獲得の  図 2-3-17 国等の産学連携に伴う研究 






















図 2-3-18 外部からの大学の研究に対する  図 2-3-19 各大学で産学連携活動に投入 
関心の高まり（4.5）                       された事業費の増加（4.4） 
 
 
図 2-3-20 各大学での技術移転マネージャー 図 2-3-21 研究の実用化に対する教員の 




図 2-3-22 （国立大学について）国立大学  図 2-3-23 共同研究・受託研究契約の規制 







































































図 2-3-24 兼業規制の緩和（3.7）      図 2-3-25 研究の実用化に対する学生の関心
の高まり（3.3） 
 
図 2-3-26 （  ）の規制緩和（自由記入）（5.0） 図 2-3-27 その他１（自由記入）（4.7） 
 














































































ーター等の企業出身の人材の雇用者数の増加」が 100％である（図 2-3-33）。 
 
 

























図 2-3-30 産学連携によって大学にもたらされたメリットの原動力 
 
 
図 2-3-31 教員の研究費獲得の自覚が強く  図 2-3-32 社会貢献の意識が高まった 
なった要因               要因 
 
 



























































































図 2-3-36 産学連携活動が研究活動に与えた影響 
 
 
図 2-3-37 産学連携活動が研究活動に   図 2-3-38 産学連携活動が研究活動に   




















































































図 2-3-39 産学連携活動が教育活動に与えた  図 2-3-40 産学連携活動が教育活動に 


































図 2-3-41 産学連携活動が教育活動に   図 2-3-42 産学連携活動が教育活動に   








































































価されている（「資料編 １」※15 参照）。 
 
 
図 2-3-43 産学連携活動が大学運営に与えた  図 2-3-44 産学連携活動が大学運営に 
影響                    「どちらかといえば良い」 
影響を与えた理由 
 
図 2-3-45 産学連携活動が大学運営に   図 2-3-46 産学連携活動が大学運営に   








































































































































































































































































































































第 3 章 文部科学省「大学知的財産本部整備事業」（2003-2007 年度）の成果の
分析 
 
第 1 � 調査の対象と�� 
 
第 2 章では、文部科学省「大学知的財産本部整備事業」（2003-2007 年度実施）採択大学
33 か所の産学連携窓口に対して実施したアンケート調査について記載したが、本調査と同
時に、それらの大学に対し、「大学知的財産本部整備事業終了報告書」（文部科学省への提
出期間は 2008 年 5 月 28 日～5 月 30 日）の送付を依頼した。したがって、依頼対象の内訳
は、アンケート調査同様、表 2-1-1 のとおりである。すべての採択大学の報告書を収集する


































以上の分析項目の基礎的統計は表 3-2-3、3-2-4 である。 




年度）」で一定の調整済み R2 乗の値を得た回帰式を得ることができた。これら 5 つのモデ
ルについて、相関係数等の集計、有意確率等のデータ、回帰式の係数等データは、それぞ
れ表 3-2-6～3-2-8 のとおりとなった。まず、「1．共同研究件数の前年度差の平均値
（2004-2007 年度）」と「3．共同研究金額の前年度差の平均値（2004-2007 年度）」では、 







表 3-2-1 産学連携の成長要因を分析するための目的変量 
No. 目的変量 
1 共同研究件数の前年度差の平均値（2004-2007 年度） 
※計算式：｛（2004 年度の共同研究件数－2003 年度の共同研究件数）＋（2005 年度の
共同研究件数－2004 年度の共同研究件数）＋（2006 年度の共同研究件数－2005 年度
の共同研究件数）＋（2007 年度の共同研究件数－2006 年度の共同研究件数）｝／4 
2 共同研究件数の前年度比（伸び率）の平均値（2004-2007 年度）＜単位：％＞ 
※計算式：｛（2004 年度の共同研究件数－2003 年度の共同研究件数）／2003 年度の共
同研究件数＋（2005 年度の共同研究件数－2004 年度の共同研究件数）／2004 年度の
共同研究件数＋（2006 年度の共同研究件数－2005 年度の共同研究件数）／2005 年度
の共同研究件数＋（2007 年度の共同研究件数－2006 度の共同研究件数）／2006 年度
の共同研究件数｝／4 
3 共同研究金額の前年度差の平均値（2004-2007 年度）＜単位：千円＞ 
※計算式：No.1 と同様の方式 
4 共同研究金額の前年度比（伸び率）の平均値（2004-2007 年度）＜単位：％＞ 
※計算式：No.2 と同様の方式 
5 受託研究件数の前年度差の平均値（2004-2007 年度） 
※計算式：No.1 と同様の方式 
6 受託研究件数の前年度比（伸び率）の平均値（2004-2007 年度）＜単位：％＞ 
※計算式：No.2 と同様の方式 
7 受託研究金額の前年度差の平均値（2004-2007 年度）＜単位：千円＞ 
※計算式：No.1 と同様の方式 








11 特許出願件数の前年度差の平均値（2005-2007 年度） 
※計算式：No.1 と同様の方式 
                                                  






12 特許出願件数の前年度比（伸び率）の平均値（2005-2007 年度）＜単位：％＞ 
※計算式：No.2 と同様の方式 
13 発明件数の前年度差の平均値（2005-2007 年度） 
※計算式：No.1 と同様の方式 
14 発明件数の前年度比（伸び率）の平均値（2005-2007 年度）＜単位：％＞ 
※計算式：No.2 と同様の方式 
15 特許取得件数の前年度差の平均値（2005-2007 年度） 
※計算式：No.1 と同様の方式 
16 特許取得件数の前年度比（伸び率）の平均値（2005-2007 年度）＜単位：％＞ 
※計算式：No.2 と同様の方式 
















3 専任教員数と企業等出身者数の合計（上記 No.1 と No.2 の合計人数）（2007 年度時点）
4 大学の総予算の平均値（2005-2007 年度4）＜単位：百万円＞ 
5 知的財産本部の活動全体金額の平均値（2005-2007 年度）＜単位：百万円＞ 
※計算式：No.7+No.8+No.9 














                                                  
4 「大学知的財産本部整備事業終了報告書」では、本事業後半（中間評価以降）の年度のデ









































平均値 36 21.15 107045 22.73 18 9.67
中央値 25 19.00 34291 20.00 10 8.00
分散 1129 114.70 22266036828 341.64 305 31.48
標準偏差 34 10.71 149218 18.48 17 5.61
最小値 5 5.00 -27265 -12.00 -2 -1.00

































平均値 431985 26.27 1756 929.75 19.4 16.86
中央値 133213 19.00 2323 36.00 12.0 12.60
分散 453579285980 912.64 286329008 15798849.85 1288.2 316.98
標準偏差 673483 30.21 16921 3974.78 35.9 17.80
最小値 -126588 -8.00 -83846 -60.00 -7.0 -7.70






























平均値 3.6 4.1 2.5 74.45 -0.5 14.52
中央値 0.3 1.5 1.7 48.25 -0.5 5.00
分散 303.5 116.0 15.4 7834.27 1.4 1618.53
標準偏差 17.4 10.8 3.9 88.51 1.2 40.23
最小値 -44.7 -12.1 -5.7 -25.00 -3.5 -42.00


























平均値 2.5 9.3 11.8 71376 202
中央値 2.0 8.0 11.0 58860 171
分散 2.8 35.6 41.7 3555682920 15248
標準偏差 1.7 6.0 6.5 59630 123
最小値 0.0 2.0 3.0 6665 48


























平均値 0.59 72 17 112 48
中央値 0.29 59 11 85 47
分散 0.63 1163 342 9567 386
標準偏差 0.80 34 18 98 20
最小値 0.09 30 0 6 12

































































































































































































































































― ― ②自己財源の割合 0.282
③専任教員数 0.239










重相関係数（R） 決定係数（R2乗） 調整済みR2乗 推定値の標準誤差
0.824 0.679 0.646 20.004
重相関係数（R） 決定係数（R2乗） 調整済みR2乗 推定値の標準誤差
0.880 0.774 0.751 74490.950
重相関係数（R） 決定係数（R2乗） 調整済みR2乗 推定値の標準誤差
0.827 0.684 0.652 10.316
重相関係数（R） 決定係数（R2乗） 調整済みR2乗 推定値の標準誤差
0.758 0.574 0.545 454091.289
重相関係数（R） 決定係数（R2乗） 調整済みR2乗 推定値の標準誤差























変動要因 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率
回帰 24519 3 8173 20.4243 0.000
残差 11605 29 400
全体 36124 32
変動要因 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率
回帰 551595029326 3 183865009775.33 33.1354 0.000
残差 160918149180 29 5548901695.85
全体 712513178506 32
変動要因 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率
回帰 6686 3 2229 20.9413 0.000
残差 3086 29 106
全体 9772 32
変動要因 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率
回帰 8328570193347 2 4164285096674 20.1955 0.000
残差 6185966958019 30 206198898601
全体 14514537151367 32
変動要因 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率
回帰 22352 2 11176 17.7668 0.000











































(定数) -26.754 8.800 -3.040 0.005
大学知的財産本部整備事業費 0.471 0.117 0.478 4.019 0.000
専任教員数 6.808 2.309 0.336 2.948 0.006




(定数) -184030.43 32767.701 -5.616 0.000
大学知的財産本部整備事業費 1968.933 436.216 0.450 4.514 0.000
専任教員数 33861.909 8599.451 0.377 3.938 0.000




(定数) -14.203 4.538 -3.130 0.004
大学知的財産本部整備事業費 0.229 0.060 0.446 3.786 0.001
大学の総予算 0.0001177 0.000 0.402 3.605 0.001




(定数) -650910.57 191396.665 -3.401 0.002
大学知的財産本部整備事業費 11132.467 2504.771 0.564 4.445 0.000




(定数) -39.439 10.856 -3.633 0.001
大学知的財産本部整備事業費 0.556 0.140 0.528 3.956 0.000




























































～2007 年度の 5 年間のデータを扱った一方で、大学知的財産本部整備事業費等の金銭的な
データについては、2005～2007 年度までの 3 年間のデータであり、厳密にいえば、時間的
なずれがある。このため、2003 年度以降のデータを使用して算出したもの（表 3-2-1 の No.1
～8 および No.17、18）については、2005 年度以降の増分について計算し、分析をし直す
こととした。 
目的変量として再分析を行った要素は、表 3-2-9 の 10 項目であり、基礎的統計は表 3-2-10
である。 
分析の結果は、表 3-2-11 のとおりとなった。他の目的変量との比較のため、再計算をしな
かった項目についても表 3-2-11 に再掲した。塗りつぶし部分が再計算部分である。表 3-2-11 
                                                  
5 平成 21 年 7 月 29 日に文部科学省が発表した「平成 20 年度 大学等における産学連携等
実施状況について」（調査対象：国公私立大学（短期大学を含む）、国公私立高等専門学校、
大学共同利用機関／回答数：935 件）によると、受託研究について、「相手先としては、公
益法人等が最も多く 7,866 件（41％）、次いで民間企業が 5,945 件（31％）であった。受託
研究件数のうち中小企業からのものは 1,686 件（9％）となっている。また、相手先別受入







表 3-2-9 産学連携の成長要因を分析するための目的変量（2005-2007 年度） 
No. 目的変量 
1 共同研究件数の前年度差の平均値（2005-2007 年度） 
※計算式：｛（2005 年度の共同研究件数－2004 年度の共同研究件数）＋（2006 年度の
共同研究件数－2005 年度の共同研究件数）＋（2007 年度の共同研究件数－2006 度の
共同研究件数）｝／3 
2 共同研究件数の前年度比（伸び率）の平均値（2005-2007 年度）＜単位：％＞ 
※計算式：｛（2005 年度の共同研究件数－2004 年度の共同研究件数）／2004 年度の共
同研究件数＋（2006 年度の共同研究件数－2005 年度の共同研究件数）／2005 年度の
共同研究件数＋（2007 年度の共同研究件数－2006 度の共同研究件数）／2006 年度の
共同研究件数｝／3 
3 共同研究金額の前年度差の平均値（2005-2007 年度）＜単位：千円＞ 
※計算式：No.1 と同様の方式 
4 共同研究金額の前年度比（伸び率）の平均値（2005-2007 年度）＜単位：％＞ 
※計算式：No.2 と同様の方式 
5 受託研究件数の前年度差の平均値（2005-2007 年度） 
※計算式：No.1 と同様の方式 
6 受託研究件数の前年度比（伸び率）の平均値（2005-2007 年度）＜単位：％＞ 
※計算式：No.2 と同様の方式 
7 受託研究金額の前年度差の平均値（2005-2007 年度）＜単位：千円＞ 
※計算式：No.1 と同様の方式 
8 受託研究金額の前年度比（伸び率）の平均値（2005-2007 年度）＜単位：％＞ 
※計算式：No.2 と同様の方式 




































平均値 33 17.00 109923 20.39 16
中央値 20 16.00 37751 15.00 11
分散 1069 94.63 26463214716 613.31 342
標準偏差 33 9.73 162675 24.77 18
最小値 -2 -1.00 -60127 -14.00 -2
























平均値 7.88 396014 21.70 -0.8 -3.92
中央値 7.00 122051 15.00 -0.7 -7.50
分散 42.05 381577602671 881.66 1.8 619.56
標準偏差 6.48 617720 29.69 1.3 24.89
最小値 -3.00 -174501 -7.00 -6.3 -50.00

































































































































































































































































― ― ②大学の総予算 -0.298
③専任教員数 -0.231






















表 3-2-12 相関係数等の集計（2005-2007 年度） 
 
重相関係数（R） 決定係数（R2乗） 調整済みR2乗 推定値の標準誤差
0.791 0.626 0.587 21.011
重相関係数（R） 決定係数（R2乗） 調整済みR2乗 推定値の標準誤差
0.840 0.705 0.674 92841.158
重相関係数（R） 決定係数（R2乗） 調整済みR2乗 推定値の標準誤差
0.854 0.730 0.691 10.266
重相関係数（R） 決定係数（R2乗） 調整済みR2乗 推定値の標準誤差
0.817 0.667 0.633 374240.438
重相関係数（R） 決定係数（R2乗） 調整済みR2乗 推定値の標準誤差


























変動要因 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率
回帰 21394 3 7131 16.1531 0.000
残差 12803 29 441
全体 34197 32
変動要因 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率
回帰 596857930596 3 198952643532 23.0817 0.000
残差 249964940302 29 8619480700
全体 846822870898 32
変動要因 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率
回帰 7980 4 1995 18.9284 0.000
残差 2951 28 105
全体 10932 32
変動要因 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率
回帰 8148862033111 3 2716287344370 19.3943 0.000
残差 4061621252363 29 140055905254
全体 12210483285474 32
変動要因 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率
回帰 29.468 2 14.734 15.826 0.000












































(定数) -24.572 9.243 -2.659 0.013
大学知的財産本部整備事業費 0.399 0.123 0.416 3.245 0.003
専任教員数 7.446 2.426 0.378 3.070 0.005




(定数) -153487.37 37803.860 -4.060 0.000
専任教員数 48715.828 10346.088 0.497 4.709 0.000
知的財産本部の活動全体金額 443.351 141.230 0.337 3.139 0.004




(定数) -14.323 4.519 -3.169 0.004
大学知的財産本部整備事業費 0.277 0.060 0.512 4.611 0.000
大学の総予算 0.0001587 0.000 0.512 4.418 0.000
経産省やJST等の補助・支援事業費 -0.465 0.115 -0.465 -4.049 0.000





(定数) -499668.28 158524.221 -3.152 0.004
大学知的財産本部整備事業費 10986.353 2074.745 0.606 5.295 0.000
大学の総予算 5.072 1.309 0.490 3.875 0.001





(定数) -0.363 0.274 -1.327 0.195
大学の総予算 -0.00001684 0.000 -0.750 -5.173 0.000































































































                                                  
6 表 3-2-16、3-2-17 では、共同研究件数・金額（2005~2007 年度／単位：千円）（＝y）を
目的変量とし、大学知的財産本部整備事業費（単位：百万円）（＝x）を説明変量として、
単回帰分析を行った。その結果は以下のとおりであった。 
共同研究件数（y）=0.624x－11.779／調整済み R2 乗：0.406 


































































表 3-2-16 企業等出身者数と共同研究件数の対比（全体） 























1 aj 2 30 11 7 58% 10
2 aa 3 36 49 10 365% 1
2 ae 3 33 15 9 70% 5
2 aw 3 38 8 12 -33% 23
2 bc 3 50 7 20 -64% 29
2 bb 3 73 13 34 -62% 28
7 an 4 66 33 29 11% 14
7 ar 4 42 14 15 -2% 18
9 ag 5 69 51 31 65% 7
9 az 5 58 11 24 -55% 26
11 ac 6 107 102 55 86% 3
11 al 6 46 20 17 20% 12
13 ah 7 57 38 24 63% 8
13 am 7 52 23 20 12% 13
15 au 8 54 16 22 -26% 21
15 ap 8 48 20 18 7% 16
15 bg 8 76 -2 36 -105% 33
15 at 8 59 19 25 -23% 20
15 bd 8 46 4 17 -74% 30
20 ab 9 43 34 15 129% 2
20 av 9 38 8 12 -30% 22
22 as 10 89 38 44 -12% 19
23 ad 11 139 129 75 73% 4
23 ba 11 125 27 66 -59% 27
25 be 13 94 5 47 -89% 31
26 bf 14 95 4 48 -92% 32
27 ai 15 122 102 64 60% 9
27 aq 15 94 48 47 4% 17
29 ax 16 65 16 29 -44% 24
31 af 17 99 83 50 66% 6
31 ak 17 45 26 16 57% 11
32 ao 19 151 89 83 7% 15
33 ay 29 137 34 74 -53% 25




表 3-2-17 企業等出身者数と共同研究金額の対比（全体） 


























1 aj 2 30 37,751 -14,342 363% 3 *-1
2 aa 3 36 135,799 3,271 4052% 1
2 ae 3 33 20,354 -4,557 547% 2 *-1
2 aw 3 38 17,647 10,120 74% 10
2 bb 3 73 29,033 112,859 -74% 24
2 bc 3 50 -9,200 46,323 -120% 30
7 ar 4 42 30,570 22,840 34% 11
7 an 4 66 54,675 92,311 -41% 22
9 ag 5 69 179,089 100,139 79% 9
9 az 5 58 17,596 67,849 -74% 23
11 ac 6 107 137,132 211,684 -35% 21
11 al 6 46 -60,127 33,603 -279% 33
13 am 7 52 115,834 50,237 131% 6
13 ah 7 57 52,266 64,914 -19% 18
15 at 8 59 83,631 70,785 18% 12
15 bg 8 76 102,396 121,665 -16% 16
15 ap 8 48 27,509 40,452 -32% 19
15 au 8 54 5,292 58,065 -91% 26
15 bd 8 46 -10,751 33,603 -132% 31
20 ab 9 43 77,770 23,819 227% 5
20 av 9 38 -16,224 10,120 -260% 32
22 as 10 89 614,959 159,825 285% 4
23 ad 11 139 580,910 306,595 89% 7
23 ba 11 125 -7,029 265,499 -103% 29
25 be 13 94 18,668 173,524 -89% 25
26 bf 14 95 3,521 177,437 -98% 28
27 ai 15 122 262,013 255,715 2% 14
27 aq 15 94 153,663 173,524 -11% 15
29 ax 16 65 5,042 88,397 -94% 27
30 af 17 99 353,780 190,158 86% 8
30 ak 17 45 25,496 30,668 -17% 17
32 ao 19 151 387,016 342,798 13% 13
33 ay 29 137 201,393 299,746 -33% 20




第 3 節� 調査結果のまとめ 
 





ととした。なお、目的変量として分析を試みた要素は 18 項目で、表 3-2-1 のとおりである。
















































については、2005～2007 年度までの 3 年間のデータであり、厳密にいえば、時間的なずれ





























































































































































対 象 対象数 回答数 回答率
国立大学 25 20 80.00%
公立大学 1 1 100.00%
私立大学 7 6 85.71%






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































エ �10 7 53.85%
1 7.69%







































ウ �12 6 46.15%
1 7.69%
















































































































ウ �15 4 36.36%













































































































































































































































































































































































































































































２．調査票   



















E-mail または FAX で 6 月 15 日（月）までにご返信くださるようお願い申し上げます。 
 
・ 調査票返信先 E-mail アドレス yshinya@ilc.tsukuba.ac.jp 














准教授 新 谷 由紀子 
名誉教授 菊 本   虔 
＊ この調査に関するお問い合わせは下記までお願いいたします。 
  筑波大学産学リエゾン共同研究センター
                                                     新谷
し ん や
 由紀子
〒305-8577 つくば市天王台１－１－１ TEL & FAX 029-853-7461
                                E-mail: yshinya@ilc.tsukuba.ac.jp
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 指標 活発でない         活発である
ａ 共同研究の増加 １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５ 
ｂ 受託研究の増加 １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５ 
ｃ 奨学寄附金の増加 １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５ 
ｄ 発明等届出件数の増加 １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５ 
ｅ 特許等出願件数の増加 １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５ 
ｆ 特許等登録件数の増加 １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５ 
ｇ 特許実施料等収入の増加 １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５ 
ｈ 大学発ベンチャーの増加 １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５ 
ｉ 論文数の増加 １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５ 
ｊ 教員の産学連携に対する関心の高まり １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５ 
ｋ 学生の産学連携に対する関心の高まり １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５ 
ｌ 学生の就職率の増加 １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５ 
ｍ その他（具体的に： 
）
１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５ 
その他（具体的に： 
）









 成長要因 重要でない         重要である
ａ 各大学で産学連携活動に投入された事業費
の増加 




１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５ 
─ 78 ─
   
ｃ 国等の産学連携に伴う研究開発費助成金の
増加 
１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５ 
ｄ 兼業規制の緩和 １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５ 
ｅ 共同研究・受託研究契約の規制の緩和 １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５ 
ｆ 各大学での外部資金獲得の必要性の増加 １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５ 
ｇ 研究の実用化に対する教員の関心の高まり １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５ 
ｈ 研究の実用化に対する学生の関心の高まり １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５ 
ｉ 外部からの大学の研究に対する関心の高ま
り 
１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５ 
ｊ （国立大学について）国立大学法人化 １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５ 
ｋ （         ）の規制の緩和 １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５ 
ｌ その他（具体的に： 
）
１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５ 
その他（具体的に： 
）
















































































貴大学名 ご所属・職名 ご氏名 
   
Tel Fax E-mail 
   





















  所    属： 
  役 職・氏名： 
  電 話 番 号： 
  Ｆ ＡＸ番号： 



































































































































 15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 
（目標値）      
発明件数      
 
②特許出願・取得件数 
 15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 
（特許出願件数の目標値）      
特許出願件数      
（特許取得件数の目標値）      
特許取得件数      
 
③知的財産の活用（実施）実績 
 15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 
（活用件数の目標値）      
活用件数      
ライセンス等収入 千円 千円 千円 千円 千円
 
④共同研究受入実績 
 15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 
（共同研究件数目標値）      
共同研究件数      
共同研究受入額 千円 千円 千円 千円 千円
 
⑤受託研究受入実績 
 15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 
（受託研究件数の目標値）      
受託研究件数      
受託研究受入額 千円 千円 千円 千円 千円
 
⑥大学発ベンチャー創出件数 
 15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 
（ベンチャー創出件数の目標値）      














                     
















                     
















                     
     
























































































                     



























たルールの周知を図り、使用の円滑化を図る。               
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学 部 等 名 
教 員 数  
キャンパスの所在地教 授 准教授 講 師 助 教 助 手
 名 名 名 名 名  
 名 名 名 名 名  
 名 名 名 名 名  
 名 名 名 名 名  
 名 名 名 名 名  
計 名    名   名   名  名 合計   名 
 





 (うち国内出願等経費)  
(うち外国出願等経費)  


















































平成 22 年 4 月 
新谷 由紀子 
菊本   虔 
（筑波大学産学リエゾン共同研究センター） 
TEL & FAX 029-853-7461 
〒305-8577 つくば市天王台 1-1-1 
 
